
釧路市最低制限価格設定要領  

 

（趣旨）  

第１条  この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「政令」という。）第１６７条の１０第２項（政令第１６７条の１３にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき、釧路市が建設工事及び設計

等に係る一般競争入札又は指名競争入札において設定する最低制限価格の

取扱いについて必要な事項を定める。  

（対象とする入札案件）  

第２条  最低制限価格を設定する対象は、次に掲げる入札案件とする。  

(1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設

工事（以下「建設工事」という。）の請負のうち、一般競争入札に付す

るもの。  

(2) 建設工事に係る設計、監理、調査及び測量（以下「設計等」とい

う。）の委託業務のうち、一般競争入札に付するもの。  

(3) その他ダンピング等により不正若しくは不良な施工又は成果品に係る

品質の劣化などのおそれがあると、市長が特に認めるもの。  

（総価契約に係る最低制限価格の算定方法）  

第３条  前条第１号の入札案件に設定する最低制限価格は、次の各号に掲げ

る工事種別に応じ、当該各号に定めるアからエの額の合計額に１００分の

１１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格の１０分の９．

２を超える場合にあってはその予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額

とし、１０分の７．５に満たない場合にあってはその予定価格に１０分の

７．５を乗じて得た額とする。  

(1) 土木、舗装、水道設備、塗装、造園工事（以下「土木工事等」とい

う。）の場合及び土木工事等以外の工事種別のうち、土木工事等の積算

基準又はこれに準じた積算基準により予定価格を積算している場合  

 ア  直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額  



イ  共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額  

ウ  現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額  

エ  一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額  

(2) 土木工事等以外の工事種別の場合（ただし、前号及び次号に掲げる工

事を除く。）  

 ア  直接工事費の額から直接工事費に１０分の１を乗じて得た額を減じ

て得た額に、１０分の９．７を乗じて得た額  

イ  共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額  

ウ  現場管理費の額に直接工事費に１０分の１を乗じて得た額を加えて

得た額に、１０分の９を乗じて得た額  

エ  一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額  

(3) 前号に掲げる工事種別のうち、昇降機設備の工事である場合  

 ア  直接工事費の額から直接工事費に１０分の２を乗じて得た額を減じ

て得た額に、１０分の９．７を乗じて得た額  

イ  共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額  

ウ  現場管理費の額に直接工事費に１０分の２を乗じて得た額を加えて

得た額に、１０分の９を乗じて得た額  

エ  一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額  

 (4) 特に必要があると認められる場合は、本条第１号から前号の算定方法

に関わらず、予定価格に１０分の７．５から１０分の９．２の範囲内で

設定した割合を乗じて得た額とする。  

２  前条第２号の入札案件（ただし、次項に掲げる入札案件を除く。）に設

定する最低制限価格は、次の各号に掲げる業務種別に応じ、当該各号に定

めるアからエの額の合計額（測量業務にあっては、アからウの額の合計

額）に１００分の１１０を乗じて得た額とする。  

ただし、その額が予定価格の１０分の８．１（測量業務にあっては、１

０分の８ .２、地質調査業務にあっては、１０分の８．５）を超える場合

にあってはその予定価格に１０分の８．１（測量業務にあっては、１０分



の８ .２、地質調査業務にあっては、１０分の８．５）を乗じて得た額と

し、１０分の６（地質調査業務にあっては、３分の２）に満たない場合に

あってはその予定価格に１０分の６（地質調査業務にあっては、３分の

２）を乗じて得た額とする。  

 (1) 土木設計業務の場合及び土木設計以外の業務種別のうち、土木設計の

積算基準又はこれに準じた積算基準により予定価格を積算している場合  

  ア  直接人件費の額  

  イ  直接経費の額  

  ウ  その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額  

  エ  一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額  

 (2) 建築設計業務及び設備設計業務の場合（ただし、前号に掲げる業務を

除く。）  

  ア  直接人件費の額  

  イ  特別経費の額  

  ウ  技術料等経費の額に１０分の６を乗じて得た額  

  エ  諸経費の額に１０分の６を乗じて得た額  

 (3) 補償コンサルタント業務の場合  

  ア  直接人件費の額  

  イ  直接経費の額  

  ウ  その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額  

  エ  一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額  

 (4) 測量業務の場合  

  ア  直接測量費の額  

  イ  測量調査費の額  

  ウ  諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額  

 (5) 地質調査業務の場合  

  ア  直接調査費の額  

  イ  間接調査費に１０分の９を乗じて得た額  



  ウ  解析等調査業務費に１０分の８を乗じて得た額  

  エ  諸経費に１０分の５を乗じて得た額  

 (6) 特に必要があると認められる場合は、本条第１号から前号の算定方法

に関わらず、予定価格に１０分の６から１０分の８．１まで（測量業務

にあっては１０分の６から１０分の８．２まで、地質調査業務にあって

は３分の２から１０分の８．５まで）の範囲内で設定した割合を乗じて

得た額とする。  

３  前条第２号の入札案件のうち、一の契約の中に二以上の業務種別が含ま

れる場合の最低制限価格は、前項各号に掲げる業務種別に応じ、それぞれ

算出した額の合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。  

ただし、それぞれ算出した額が、予定価格のうちそれぞれの業務に係る

額（以下、「業務に係る額」という。）の１０分の８．１（測量業務にあっ

ては、１０分の８ .２、地質調査業務にあっては、１０分の８．５）を超

える場合にあってはその業務に係る額に１０分の８．１（測量業務にあっ

ては、１０分の８ .２、地質調査業務にあっては、１０分の８．５）を乗

じて得た額、１０分の６（地質調査業務にあっては、３分の２）に満たな

い場合にあってはその業務に係る額に１０分の６（地質調査業務にあって

は、３分の２）を乗じて得た額をそれぞれ算出した額とする。  

４  前条第３号に掲げる入札案件に設定する最低制限価格は、次の各号に掲

げる区分に応じ、予定価格に当該各号に定める範囲内の割合を乗じて得た

額とする。  

(1) 予定価格が１００万円未満の場合  １０分の８．８から１０分の９ま

で  

(2) 予定価格が１００万円以上５００万円未満の場合  １０分の８．５か

ら１０分の８．７まで  

(3) 予定価格が５００万円以上１，０００万円未満の場合  １０分の８．

２から１０分の８．４まで  

(4) 予定価格が１，０００万円以上５，０００万円未満の場合  １０分の



７．９から１０分の８．１まで  

(5) 予定価格が５，０００万円以上の場合  １０分の７．６から１０分の

７．８まで  

（単価契約に係る最低制限価格の算定方法）  

第４条  第２条第３号に掲げる入札案件のうち単価契約によるものに設定す

る最低制限価格は、次の各号に掲げる区分に応じ、予定価格に当該各号に

定める範囲内の割合を乗じて得た額とする。  

(1) 単価に係る予定価格に概算数量を乗じた額（以下「概算予定金額」と

いう。）が１００万円未満の場合  １０分の８．８から１０分の９まで  

(2) 概算予定金額が１００万円以上５００万円未満の場合  １０分の８．

５から１０分の８．７まで  

(3) 概算予定金額が５００万円以上１，０００万円未満の場合  １０分の

８．２から１０分の８．４まで  

(4) 概算予定金額が１，０００万円以上５，０００万円未満の場合  １０

分の７．９から１０分の８．１まで  

(5) 概算予定金額が５，０００万円以上の場合  １０分の７．６から１０

分の７．８まで  

（最低制限価格調書の作成）  

第５条  最低制限価格は、釧路市契約規則（平成１７年釧路市規則第８３号。

以下「契約規則」という。）第７条に規定する予定価格調書に併記するも

のとする。  

（入札参加者への周知）  

第６条  最低制限価格を設定したときは、契約規則第４条の公告及び第１８

条の通知に、次に掲げる事項を併記するものとする。  

(1) 最低制限価格を設定していること。  

(2) 最低制限価格を設定した入札において、入札価格が最低制限価格に満

たない場合は、当該入札をした者を失格とするとともに、再度の入札に

参加できないものとすること。  



（入札の執行）  

第７条  最低制限価格を設定した入札において、最低制限価格を下回る価格

の入札があったときは、入札執行者は、政令第１６７条の１０第２項及び

契約規則第１１条第１項の規定により、当該入札をした者を失格とし、再

度の入札に参加できない旨を告げるものとする。  

２  最低制限価格を設定した入札において、予定価格の制限の範囲内で最低

制限価格以上の価格をもって入札をした者があるときは、入札執行者は、

このうち、最低の価格をもって入札をした者を落札者として決定するもの

とし、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た者がないときは、入札執行者は、再度入札を行うことができるものとす

る。  

（最低制限価格の公表）  

第８条  最低制限価格を設定した入札があったときは、入札執行者は、その

執行後において、予定価格とともに最低制限価格を公表するものとする。  

（補則）  

第９条  この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

 この要領は、平成２２年７月２０日から施行する。  

附  則  

 この要領は、平成２２年８月１０日から施行する。  

附  則  

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要領は、平成２８年１０月２８日から施行する。  

附  則  

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。  



附  則  

１  この要領は、平成３１年４月１日から施行する。  

２  この要領による改正後の釧路市最低制限価格設定要領の規定は、施行日

以降に行われる公告又は指名通知を行う入札について適用し、施行日前に

行われた公告又は指名通知を行う入札については、従前の例による。  

附  則  

１  この要領は、令和２年８月２１日から施行する。  

２  この要領による改正後の釧路市最低制限価格設定要領の規定は、施行日

以降に行われる公告又は指名通知を行う入札について適用し、施行日前に

行われた公告又は指名通知を行う入札については、従前の例による。  

附  則  

１  この要領は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要領による改正後の釧路市最低制限価格設定要領の規定は、施行日

以降に行われる公告又は指名通知を行う入札について適用し、施行日前に

行われた公告又は指名通知を行う入札については、従前の例による。  

附  則  

１  この要領は、令和４年４月１日から施行する。  

２  この要領による改正後の釧路市最低制限価格設定要領の規定は、施行日

以降に行われる公告又は指名通知を行う入札について適用し、施行日前に

行われた公告又は指名通知を行う入札については、従前の例による。  

附  則  

１  この要領は、令和６年９月１日から施行する。  

附  則  

１  この要領は、令和７年４月１日から施行する。  

２  この要領による改正後の釧路市最低制限価格設定要領の規定は、施行日

以降に行われる公告又は指名通知を行う入札について適用し、施行日前に

行われた公告又は指名通知を行う入札については、従前の例による。  

 


